　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

選挙事務について（Vol.1）
１．選挙の基礎知識
（１）公職選挙法
　　　今日、わが国では、全国規模の選挙から市町村レベルの選挙まで、毎年様々な選挙
　　が行われています。
　　　その手続を定めている法律が昭和２５年に制定された公職選挙法です。

　　　公職選挙法では、選挙権・被選挙権、選挙の方法、選挙運動、政治活動、罰則など
　　が定められています。
　　　現在、公職選挙法によって選挙される人の数は年間約６４，０００人といわれてい
　　ます。
　　　また、１年間に行われる選挙の数は４年ごとに行われる統一地方選挙の年で約３，

　　５００件、その他の年は約１，０００件といわれています。
（２）６つの基本原則
　  　選挙が公正に行われ、人々の意思が正しく政治に反映されるためには、選挙の仕組
　　みがきちんと確立されていなければなりません。そこで、憲法及び公職選挙法には、
　　選挙制度に関する６つの基本原則が定められています。
　　①　普通選挙

　　　　財産や納税額、性別などによって選挙権に差別を設けない。（憲法第１５条）
　　②　平等選挙

　　　　すべての国民は、法の下に平等であって、（中略）政治的、経済的又は社会的関係
　　　において、差別されない。（憲法第１４条）
　　③　秘密投票
　　　　すべての選挙における投票の秘密は、これを侵してはならない。（憲法第１５条）
　　④　選挙の公正

　　　　日本国憲法の精神に則り、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の

　　　議員及び長を公選とする選挙制度を確立し、その選挙が選挙人の自由に表明せる意

　　　思によつて公明且つ適正に行われることを確保し、もつて民主政治の健全な発達を
　　　期することを目的とする。（公職選挙法第１条）
　　⑤　国民代表

　　　　選挙で選ばれた人は、その選挙区の代表者であるだけではなく、全国民の代表で
　　　もあります。したがって、選挙区の利害を代表するのではなく、国民に代わって、
　　　国民全体のために公務を行うこととなります。
　　⑥　直接選挙

　　　　地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方

　　　公共団体の住民が直接これを選挙する。（憲法９３条）
２．選挙の種類（平成２４年６月現在）
　「選挙」は大きく２つの分類に分けることができます。ひとつは、どんな公職の人を選ぶのかという分類です。もうひとつは、「選挙」を行うべき理由（選挙事由）による分類です。

（１）公職の種類による分類
　　○　衆議院議員総選挙
　小選挙区選挙と比例代表選挙が、同じ投票日に行われます。この総選挙は、衆議院議員の任期満了（４年）によるものと、衆議院の解散によって行われるものの２種類があります。
　衆議院議員の定数は４８０人で、うち３００人が小選挙区選出議員、１８０人が比例代表選出議員です。
　　○　参議院議員通常選挙
　参議院議員の半数を選ぶための選挙です。参議院には解散はありませんので、常に任期満了（６年）によるものだけです。ただし、参議院議員は３年ごとに半数が入れ替わるよう憲法で定められていますので、３年に１回、定数の半分を選ぶことになります。
　参議院議員の定数は２４２人で、うち９６人が比例代表選出議員、１４６人が選挙区選出議員です。
　　○　一般選挙（地方公共団体の議会）

　地方公共団体の議会議員（任期４年）の定数全員について行われる選挙のことを一般選挙と呼びます。
　
　　○　地方公共団体の長の選挙

　　　　都道府県知事や市区町村長など、地方公共団体の長を選ぶための選挙です。

　（参考）設置選挙

　新しく地方公共団体が設置された場合に、その議会の議員と長を選ぶために行われる選挙です。
（２）選挙事由による分類
　　○　任期満了による選挙
　全ての公職には任期があります。任期満了による選挙は任期満了日前３０日以内に行われることになっています。最も行われている選挙の種類です。
　　○　再選挙
　　　　選挙が行われても、必要な数だけの当選人が決まらなかったり、投票日の後で当選人の死亡、当選の無効があった場合などで、なおかつ繰上当選などによっても当選人がなお不足する場合に行われる選挙です。
　　○　補欠選挙
　すでに行われた選挙の当選人が議員の身分を取得した後に死亡や退職によって欠けた場合に、繰上補充をしてもなお議員の数が不足する場合に行われる選挙です。
　　○　増員選挙

　地方公共団体において合併や境界変更に伴い、人口が著しく増加したことにともなって議会の定数を任期中に増加させた場合に行う選挙のことです。
　　　　任期中に議員の定数を変更することは地方自治法の規定により原則できないこととされており、変更は一般選挙のときに行わなければならないとされていますが、下記の場合は、例外として条例により任期中でも議員を増員することができます。
　　　　・都道府県議会議員の場合：都道府県の申請に基づく編入による合併の場合
　　　　・市町村議会議員の場合　：市町村の編入による合併、境界変更の場合

　　※　また、これ以外にも選挙のやり方による次のような種類もあります。
　　○　便乗選挙
　再選挙や補欠選挙は、当選人や議員の不足が生じても、それが一定数に達しなければ行われません。
　このような状態にあるときに、当該選挙と関係の深い他の選挙が行われるようになったとき、これに便乗して、本来ならば行われないはずの再選挙や補欠選挙が行われます。
　　○　合併選挙
　　　　本来は別々の行われる２つ以上の議員選挙があり、それらが共に同一の公職を選ぶ選挙であり、かつ選挙が行われる地域も同一である場合に、その２つを併せて行う選挙をいいます。
　　○　同時選挙
　　　　２つ以上の異なる選挙を１つの共通した選挙手続によって行うことをいいます。
　　　　同時選挙は、地方公共団体の議会議員と長の選挙に限って行うことができます。
　　○　同日選挙
　　　　２つ以上の異なる選挙が（同日選挙としてではなく）単に同じ投票日に行われる場合、同日選挙と区別して同日選挙といいます。
　［選挙の種類］
　
	公職の種類
	選　　挙　　事　　由

	
	任期満了
	解散
	設置
	増員
	その他
（総定数の一部が欠けた場合）

	衆議院議員
	小選挙区

選出議員
	総選挙
	総選挙
	－
	－
	補欠選挙

再選挙

	
	比例代表

選出議員
	
	
	
	
	

	参議院議員
	選挙区

選出議員
	通常選挙
	－
	－
	－
	補欠選挙

再選挙

	
	比例代表

選出議員
	
	
	
	
	

	都道府県議会議員
	一般選挙
	一般選挙
	－
	増員選挙
	補欠選挙

再選挙

	市区町村議会議員
	
	
	一般選挙
	
	

	都道府県知事
	長の選挙
	－
	－
	－
	補欠選挙

長の選挙

	市区町村長
	
	－
	長の選挙
	－
	


３．選挙権・被選挙権

（１）選挙権（公職選挙法第１１条）
　　  選挙権を有するためには、備えておかなければならない条件（積極的要件）と、１
　　つでも該当した場合は権利を失う条件（消極的要件）があります。
　　
	
	備えておかなければならない条件
（積極的要件）
	権利を失う条件
（消極的要件）

	衆議院議員・

参議院議員

の選挙
	・日本国民で満２０歳以上である
　こと
　※　２０年目の誕生日の前日の午前０時　　から満２０歳とされます。
	１．成年被後見人
２．禁錮以上の刑に処せられその
    執行を終わるまでの者

３．禁錮以上の刑に処せられその
    執行を受けることがなくなる
    までの者（刑の執行猶予中の者を除く。）
４．公職にある間に犯した収賄罪
　　により刑に処せられ、実刑期
　　間経過後５年間（被選挙権は１０年
　　　間）を経過しない者。または刑
　　の執行猶予中の者
５．選挙に関する犯罪で禁錮刑以
　　上の刑に処せられ、その刑の
　　執行猶予中の者

６．公職選挙法に定める選挙に関
    する犯罪により、選挙権、被
    選挙権が停止されている者

７．政治資金規正法に定める犯罪
    により選挙権、被選挙権が停
    止されている者

	知事・
都道府県議会
議員の選挙
	・日本国民で満２０歳以上であり、　

 引き続き３か月以上その都道府   

 県内の同一の市区町村に住所の
 ある者。
　※　上記の人が引き続き同一都道府県　　内の他の市区町村に移住した場合も含む。ただし１度のみ。
	

	市区町村長・

市区町村議会
員の選挙
	・日本国民で満２０歳以上であり、
 引き続き３か月以上その市区町 

 村に住所のある者
	


　　（参考）
　　　憲法に定められている選挙権（第１５条）
　　　・公務員を選定し、及び罷免することは、国民固有の権利である。
　　　・公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。
（２）被選挙権（公職選挙法第１０条）
　　　被選挙権とは、選挙により、議員、長その他の公職に就くことのできる資格のこと
　　であり、こちらについても、備えておかなければならない条件と、１つでも該当した
　　場合は権利を失う条件があります。
	
	備えておかなければ

ならない条件
（積極的要件）
	権利を失う条件

（消極的要件）

	衆議院議員
	・日本国民で満２５歳以上であること。
	・選挙権の消極的要件と同様
　（公職選挙法第１１条）

・公職にある間に犯した収賄罪又は公職者あっせん利得罪により処せられ、その執行を終わり又はその執行の免除を受けた者でその執行を終わり又はその執行の免除を受けた日から５年を経過したものは、当該５年を経過した日から５年間、被選挙権を有しない
　（公職選挙法第１１条の２）

	参議院議員
	・日本国民で満３０歳以上で　あること。
	

	都道府県知事
	・日本国民で満３０歳以上で　あること。
	

	都道府県
議会議員
	・日本国民で満２５歳以上で　あること。

・その都道府県議会議員の選　挙権を持っていること。
	

	市区町村長
	・日本国民で満２５歳以上であること。
	

	市区町村
議会議員
	・日本国民で満２５歳以上であること。

・その市区町村議会議員の選挙権を持っていること。
	



　【例】
　市長がその任期中に収賄の罪を犯し、３年間の懲役判決が言い渡されたときは、その執行中（３年間）とその後の５年間、計８年間選挙権を有しない。

　　　また、被選挙権については、さらに５年間の計１３年間有しないこととなる。
４．選挙人名簿
（１）選挙権と選挙人名簿

　 選挙権を持っていても、実際に投票をするためには、市区町村選挙管理委員会が管　　理する名簿に登録されていなければなりません。この名簿のことを選挙人名簿といいます。
　　☆なぜ選挙人名簿を作成する必要があるのか・・・
　　　この選挙人名簿に登録されるには以下の条件を満たしている必要があります。


　　　上記２つの条件が満たされている場合、毎年３月、６月、９月、１２月の２日に定期　
　　的に行われる登録日において、選挙人名簿に登録されることとなります。
　　　この選挙人名簿は、別名「永久選挙人名簿」とも呼ばれています。

　　☆「永久に据え置く」とは・・・
　　☆「各選挙を通じて一の名簿」とは・・・

　　・選挙人名簿の調製機関
　　　市町村の選挙管理委員会は、選挙人名簿の調製及び保管の任に当たる。

　　　（公職選挙法第１９条第２項）
　　・選挙人名簿の記載事項等
　　　選挙人名簿には、選挙人の氏名、住所、性別及び生年月日等の記載をしなければな
　　らない。（公職選挙法第２０条第１項）

　　　選挙人名簿は、投票区ごとに編製しなければならない。（公職選挙法第２０条第２項）
（２）選挙人名簿の登録の種類
　　①　定時登録（公職選挙法第２２条第１項）

　　　　毎年決まった時期（３月、６月、９月、１２月）に登録する。

　　②　選挙時登録（公職選挙法第２２条第２項）

　選挙の時に、当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会又は中央選挙管理委員会の定める日に登録をする。
　選挙期日の告示日の前日に行われる場合が一般的。

　　③　補正登録（公職選挙法第２６条）

　　　　登録資格を持ちながら、登録されなかったものを登録する。

（３）選挙人名簿からの抹消について
　選挙人名簿に登録されている者が、下記の事項に該当した時は、名簿から抹消さ　　　れることとなります。


　（補足）在外選挙人名簿
　　　　　日本国民が外国に住んでいる場合に、国政選挙において投票を行うためには、在外選挙人名簿に登録されることが必要となります。
　【演習】
　Q１　６月３０日に２０歳をむかえた場合、選挙人名簿に登録されるのはいつか。
　　　　（※選挙が行われない場合）

　A１　
　Q２　５月１日付けで転入の届出を行った場合、選挙人名簿に登録されるのはいつか。
　　　　（※選挙が行われない場合）

　A２　
　Q３  ５月１日付けで転出の届出を行った場合、名簿から抹消されるのはいつか。
　A３　
５．議会の仕組み

　地方議会と国会の最も大きな違いは、地方公共団体が二元代表制であるのに対し、国が議院内閣制であることです。ここでは、地方議会と国会の仕組みを比較してみます。

（１）地方議会の仕組み（県議会）
　　　県民の求める県政の基本的な方針について、議案などの審議を通じて決めて行きま　

　　す。
　　　そして、知事をはじめとする執行機関は、この議決の決定に沿って仕事を進めることになります。
　また、県議会は執行機関が行った仕事が県民のためになっているかどうかのチッェクも行っています。

　　
　　①　開催される期間

　　　　２月、６月、９月、１２月の年４回
　　　　　・会期について、２月は３０日間、その他は２０日間です。

　　　　　・必要がある場合には臨時会も開かれます。
　　
　　②　県議会の権限

	県　議　会　の　権　限

	議　　　決
	議員や知事から提出された議案について可否の決定をします

	
	①　条例を制定、改正または廃止すること

	
	②　予算を定め、補正すること

	
	③　決算を認定すること

	
	④　５億円以上の工事などを契約すること

	
	⑤　７千万円以上の財産の取得または処分をすること

	同　　　意
	　知事が選任・任命する重要な人事（副知事、監査委員、教育委員会委員、公安委員会委員など）は事前に県議会の同意が必要です。

	選　　　挙
	　議長、副議長のほか、選挙管理委員などの選挙を行います。

	調査・検査
	　県の仕事がきちんと行われているかどうかを調べます。


　　③　議案が可決されるまで


　　　　　　　　　　　　

　




















（２）国会の仕組み
　　①　開催される期間

　　　・通常国会：１月から６月まで（会期延長により７月以降となることもしばしば）

　　　・臨時国会：９月から１２月くらいまで開催されることが多い。
　　　・特別国会：衆議院の解散による総選挙後３０日以内に召集しなければならない。
　　②　国会の仕事
　法律の制定、予算の議決、内閣総理大臣の指名、憲法改正の発議、弾劾裁判所の設置、国政調査権、条約の承認

　　③　法律ができるまで

　
　　　　内閣　　　　　　　　　　　　　　　　　国会議員






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　





　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　





　　④　衆議院の優越
　衆議院は、参議院に比べ任期が短く、解散をする場合もあるので、国民の意思をより反映しているとされています。
　そのため、両議院の議決が一致しなかった場合などに、衆議院に強い権限を持たせています。







　　　（参考）

　　　　　衆議院のみに与えられている権限

　　　　　・予算の先議権

　　　　　・内閣信任・不信任の決議権
　　⑤　衆議院の解散について
　　　





　不信任案可決の時、内閣は議案可決の日から１０日以内に総辞職もしくは、議会を解散します。
　また、不信任案提出には衆院で５０人以上の賛成連署が必要です。
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議　長





委員会





本会議





衆　議　院





公聴会





公聴会





本会議





委員会





議　長





否決





否決





廃　案





参　議　院





可決





可決





成　立





天皇が公布





（両院協議会）


↓


衆議院が出席議員の３分の２以上の多数で再可決





平成２４年６月３０日





○予算





○条約の承認





○内閣総理大臣の指名





○法律案





参議院が衆議院と異なった議決をした場合


→　両院協議会　→　一致しないとき


　衆議院の可決した議案を受け取った後３０日以内（内閣総理大臣の指名については、衆議院の議決後１０日以内）に参議院が議決しないとき。








衆議院の議決が国会の議決となる





　参議院が衆議院と異なった議決をした場合、衆議院が出席議員の２／３以上の多数で再び可決したとき。





法律となる





衆議院で


内閣不信任が可決








内閣が国会を解散





衆議院


解散








解散総選挙


（衆議院解散から４０日以内）





特別会


（解散総選挙の日から３０日以内に召集され、新規内閣が組閣される。）





公職選挙法第２１条第１項


　①　その市区町村に住所を持つ年齢満２０歳以上の日本国民であること。


　②　その住民票が作られた日（他の市区町村から転入した場合は、転入届を提出した日）から引き続き３か月以上、その市区町村の住民基本台帳に記録されていること。


　　　【転入から３か月】


　　　　転出届出をした日の翌日から起算して３か月目の応答日の前日に達した日。





公職選挙法第１９条第１項


　　　選挙人名簿は、永久に据え置くものとし、かつ、各選挙を通じて一の名簿とする。








公職選挙法第２８条


　①　死亡し又は日本国籍を喪失したとき。


　②　転出の表示をされたものが当該市区町村の区域内に住所を有しなくなった日後４か月を経過したとき。


　③　登録の際に登録されるべき者でなかったとき。


　　　【転出から４か月経過】


　　　　転出した日の翌日から起算して４か月目の応答日
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